






























要約

　女性に期待されるリプロダクティブヘルスとしての主体的な家族計画と受胎調節のため

の避妊の実態を産後1ヶ月と 1年半の女性とその夫の調査により探った。その結果、産後

1 年半の間に次の妊娠や出産をしている夫婦は 16.5%、産後 1 ヶ月の女性とその夫におい

て、今回の妊娠出産が計画外であったとしているのは女性が 38.2%、夫が 31.8%であった。

性生活に不満が有るとしているのは、産後 1ヶ月の女性では 15.5%に対して、夫は 26.4%、

産後 1 年半の女性では 24.0%、夫 21.5%であった。また妊娠中から性生活のないという夫

婦は産後 1年半になっても存在していた。行う予定、または行っている避妊法は、コンド

ームが産後 1ヶ月の女性 86.8%、夫 79.5%、産後 1年半の女性 66.9%、夫 68.6%で最も多か

った。今後子どもを希望しない夫婦と、希望している夫婦の間の避妊法に差は認められず、

両者に共通して妊娠を心配しながら不確実な避妊法の選択や、避妊をしていない状況が存

在していた。人工妊娠中絶は産後 1 ヶ月では 17.7%、産後 1 年半では 17.4%の女性が 1 回

から 3 回経験していた。現在の避妊法の選択肢に対する意見として産後 1 ヶ月では平均

40.1%、1 年半では 38.0%の夫婦が満足またはやや満足としていた。不満または全く不満は

産後 1年半を経過した夫に最も多く、8.2%であった。避妊に関する情報源としては全体に

新聞・雑誌等からが多く、特に男性の 60%以上を占めた。産後 1 ヶ月の女性は出産場所で

84.5%が避妊教育を受けているが、その夫は 15.5%であった。夫婦にとって身近な市町村

保健センターからの情報はほとんど提供されていなかった。

　低用量ピルを知っているのは、産後 1 ヶ月の女性の 44.1%、夫の 24.5%、産後 1 年半の

女性の 40.5%、夫の 22.3%、低用量ピルに対する意見では産後 1 ヶ月の女性の 60.8%、夫

の 46.3%、産後 1 年半の女性の 69.4%、夫の 59.3%が副作用を指摘し、服用したいとした

のは産後 1ヶ月の女性の 12.4%、産後 1年半の女性の 18.4%であった。これらのことから、

産後の夫婦は不満足な避妊法の選択肢や不合理な避妊の現実に曝されていながら、知識も

意見も乏しく、受胎調節や避妊に対して問題を認識できる情報の提供が少ないといえる。

そこで、産後や中絶後の受胎調節や避妊の重要性の教育の徹底と選択肢の拡大をはかるた

めに情報提供の方法、主体的な避妊法選択のための整備をしていく必要がある。その具体

策として、母体保護法による受胎調節実地指導員の再教育、市町村保健センターにおける

受胎調節・避妊教育のための整備、出産場所における夫婦単位の受胎調節、並びに避妊教

育の実施や内容充実をはかる等、産後の家族計画教育システムの改善が望まれる。


